
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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事務所 店舗、事務所、旅館等が
建ち並ぶ商業地域

神津島港停450 m

特にない ６．５ｍ都道 神津島港停南東方450 m

景気は緩やかに回復している。但し、物価上昇、米国の通商政策、金
融資本市場の変動等に注意する必要がある。 

神津島港に近い近隣商業地域として熟成しており、地域要因に特段の
変動は認められない。当面は現状維持で推移するものと予測する。

個別的要因に特段の変動はない。近隣地域内でほぼ標準的な画地であ
り、市場競争力は普通である。

神津島港に比較的近い位置にある商業地域。観光客向けのお土産物店やマリンスポーツショップなどが集まる都
道２２４号沿いの商業地域の周辺に位置し、土地の利用度は比較的高く、需要は底堅く推移すると考える。
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更地としての鑑定評価
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

取引事例が少ないため、取引事例比較法で採用した事例には取引時点のやや古いものや事情補正を含むものもあった。
収集できた資料に限界はあったものの、要因比較も適切に行い得たことから、市場の実勢を反映した比準価格を求める
ことができた。収益還元法は賃貸市場が未成熟であるため適用できなかった。よって比準価格を標準とし、さらに価格
形成要因の変動状況、周辺の基準地との均衡も考慮のうえ、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は、商業地域を中心に住宅地域を含む島内全域に及ぶ。主たる需要者は自用を目的とした島内の居住者や事
業者が中心である。稀少な商業地に対する需要は底堅く安定している。取引は公共団体による用地買収が多く、民間の
不動産売買は少ない。需給者が広く参加できる不動産流通市場が成熟していないため、取引に当たっては当事者間の個
別的な事情が大きく影響する傾向があり、市場での中心価格帯の把握は困難である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

神津島(都) －5 1

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 2

神津島(都)　5 － 1 東京都 島しょ 不動産鑑定士 小澤　勝実

日本不動産株式会社

令和 7 5 29

令和 7 7 1

神津島村１１２番 185
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